










２ 【沿革】 

昭和19年10月、電気工事業整備要綱により、愛知、静岡、三重、岐阜県の東海4県下に所在した有力電

気工事業者23社が合併して、本社を名古屋市中区西松ケ枝町に、支社を静岡、三重(津)、岐阜の各都市に





事業の系統図は次のとおりである。 
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(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額に建設仮勘定は含まない。 

２ 土地、建物の一部を連結会社以外から賃借している。賃借料は523百万円であり、土地の面積については

( )内に外書きで示している。 

３ 上記のうち連結会社以外へ賃貸中の主なもの 

 
  

 
  

４ リース契約による賃借設備のうち主なもの 

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

（設備工事業） 

重要な設備の新設及び除却等の計画はない。 
  

（その他の事業） 

重要な設備の新設及び除却等の計画はない。 

  

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

帳簿価額(百万円)

従業
員数 
(人)

摘要
建物・
構築物

機械・
運搬具・ 
工具器具 

備品

土地
リース 
資産

合計
面積

(㎡)
金額

㈱トーエネック 
サービス

本店 
(名古屋市港区) 設備工事業 

その他の事業

394 6,994 1,011
（―） 59 25 7,474 165

名古屋支店
他７事業所 253 25 ―

（―） ― ― 279 368） ― ― 279 368







(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年3月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式である。 

２ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ   

5,000株(議決権5個)及び100株含まれている。 

３ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式522株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年3月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

2,571,000 ― ―
普通R





















 
  

前連結会計年度
(平成18年3月31日)

当連結会計年度 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

































 
  

前連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

２ 貸主側

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

２ 貸主側

 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

 

取得価額
減価償却 
累計額

期末残高

リ ー ス 資 産
(建物、機械
装置、車両運
搬具、工具器
具・備品)

百万円

1,168
百万円

612
百万円

556

















【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年4月1日 至平成18年3月31日) 

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略した。 

当連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合





(1株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  

１．1株当たり純資産額 

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

1株当たり純資産額 679.41円 722.62円

1株当たり当期純利益 16.26円 28.53円

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益
15.90円 28.07円

（追加情報） 
 当連結会計年度から、改正後の
「1株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 最
終改正平成18年1月31日 企業会計
基準第2号）及び「1株当たり当期純
利益に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 最終改正平
成18年1月31日 企業会計基準適用
指針第4号）を適用している。 
 なお、前連結会計年度と同様の方
法により算定した当連結会計年度の
1株当たり純資産額は692.41円とな
る。









２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

第88期
(平成18年3月31日)

第89期 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 20,592 21,320

 ２ 受取手形
※１
 ８

6,298 5,467

 ３ 完成工事未収入金 ※１ 45,967 49,823

 ４ 有価証券 5,497 1,002

 ５ 未成工事支出金 11,077 15,739

 ６ 材料貯蔵品 1,432 1,592

 ７ 商品 122 88

 ８ 繰延税金資産 2,016 992

 ９ 未収入金 ※１ 1,337 1,514

 10 立替金 2,487 2,526

 11 デリバティブ債権 4,842 4,753

 12 その他流動資産 22 22

    貸倒引当金 △304 △347

   流動資産合計 101,390 59.8 104,496 61.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 36,934 36,946

※鯵ag







 
  

第88期
(平成18年3月31日)

第89期 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 7,680 4.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 6,831

  (2) その他資本剰余金 ― 6

    資本剰余金合計 ― ―





 
  

第88期
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

第89期
(自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)













 
  

第88期 

(自 平成17年4月~1日 

~ 至 平成18年3月31日)

第89期 

(自 平成18年4月~1日 

~ 至 平成19年3月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金







注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

第88期 
(平成18年3月31日)

第89期 
(平成19年3月31日)

※１ このうち関係会社に対するものは10,068百万円で

ある。





(株主資本等変動計算書関係) 

第89期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りである。 

   取締役会決議による増加        265千株 

   単元未満株式の買取りによる増加    160千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の処分による減少      40千株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 2,186 425 40 2,571

















【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)  無形固定資産については、資産総額の1％以下のため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

欄の記載を省略した。 

  

【引当金明細表】 

  

 







(ロ)工事未払金 

 
  

(ハ)未成工事受入金 

 
  

(ニ)退職給付引当金 

 
  

  

(3) 【その他】 

特記事項なし。 

  

相手先
金額 

(百万円)







該当事項なし。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成19年6月28日に提出いたしました第89期（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）有価証券報

告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出

するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

４ 関係会社の状況 

  

第３ 設備の状況 

２ 主要な設備の状況 

(2)国内子会社 

  

３【訂正箇所】 

訂正箇所は＿線で示しております。 

  

  

１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】





  

（訂正後） 

 
  

名称 住所
資本金 

(百万円)
主要な事業 

の内容
議決権の所有又は 
被所有割合(％)

関係内容

(親会社) 営業上の取引

中部電力
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